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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業

大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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光ファイバセンサ－ 
第 2-2 部：温度測定－分布型センシング 

Fiber optic sensors- 
Part 2-2: Temperature measurement-Distributed sensing 

 
序文 

この規格は，2016 年に第 1 版として発行された IEC 61757-2-2 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

1 適用範囲 

この規格は，分布型光ファイバ温度センサ（Distributed temperature sensor，DTS）としても知られる光フ

ァイバセンサによる温度分布測定の詳細仕様について規定する。DTS 機器には，ラマン散乱，ブリルアン

散乱及びレイリー散乱効果の利用を含む。加えて，ラマン散乱及びレイリー散乱による測定では，シング

ルエンドの光ファイバ構成だけで行われる。ブリルアン散乱による測定では，シングルエンドの光ファイ

バ又はループの光ファイバ構成で実行される。両側から同時にアクセス可能な手法［例えば，ブリルアン

光時間領域解析法（Brillouin optical time domain analysis，BOTDA）］を，ここではループ構成と呼ぶ。光フ

ァイバセンサの一般的な仕様は，JIS C 61757 で定義されている。 

この規格は，DTS 機器の最も重要な性能パラメータを規定し，それらを決定するための手順を定義する。

性能パラメータ群に加えて，測定仕様及びそれに関連する試験方法の定義を支援するための追加パラメー

タのリストが定義される。これらの追加パラメータの定義は，情報提供のために提供されるものであり，

性能パラメータ群に含まれる。 

一般的な試験系は，一連の試験を介して全てのパラメータを収集できるように定義される。具体的な試

験は，測定パラメータごとに箇条内で説明している。この一般的な試験系は，この規格に従ってこれらの

パラメータを測定するために使用される特定の DTS 機器及び試験系に基づいて文書化されるべき一般情

報のリストとともに，箇条 4 で図示され説明されている。 

附属書 A は，空白の性能パラメータ表を示しており，指定された DTS 機器及び選択された試験系の性

能パラメータ値を記録するために使用する。 

附属書 B は，点欠陥の影響を任意に決定するための指針を示す。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 61757-2-2:2016，Fibre optic sensors－Part 2-2: Temperature measurement－Distributed sensing（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと


